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研究成果の概要（和文）：東アジアでは経済グローバル化とともに所得格差など経済的不均衡の

拡大傾向がみられる。特に経済成長著しい中国において、経済改革以降の生産性上昇には物的

資本とともに人的資本の重要性が示されており、また所得格差の要因としても教育などの人的

資本の格差が他の要因とともに重要であるとの分析結果が得られた。なお、中国国内および東

アジア地域における所得レベルの収斂可能性においては、ともに全体ではなく一部の地域間の

みで収斂可能性が示される結果となった。 

 
研究成果の概要（英文）：Economic inequality such as income inequality is worsening 
associated with the development of economic globalization in East Asia. China’s 
experience has highlighted the importance of human capital together with physical capital 
for enhancing productivity and economic growth. China has also shown the consequent 
impacts of education on income inequality across the provinces. Moreover, the convergence 
possibility has been identified for the limited regions in China but not for the entire 
nation. The examination for the regional convergence in East Asia has exhibited the 
similar results that may imply the increasing income inequality in this area. 
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１．研究開始当初の背景 
 東アジアの急速な経済成長は常に学術的
な関心を引き続け、経済成長の要因などこれ
までに多くの研究論文を生み出してきた。し
かし、その一方で負の側面ともいえる経済的
不均衡の拡大またその影響については、今後

の持続的な経済成長を考察する上で、十分な
研究がなされてきたとは言い難い。特に、
1990 年代から東アジア地域においても顕著
となった経済グローバル化と経済的不均衡
の拡大は重要な問題である。本研究は上記の
問題意識を持ちつつ、東アジア地域の経済成
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長と経済的不均衡の現状や問題について検
証していくものである。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、今後も進展すると思われる経済
グローバル化が所得格差をはじめとする経
済的不均衡の拡大にどのような影響を及ぼ
しうるのか、中国および東アジア地域に焦点
をあててデータ分析により実証的に検証す
るものである。特に本研究では、東アジアに
おける経済グローバル化と不均衡拡大の実
態に関する分析、東アジア地域で経済成長著
しい中国における経済的不均衡の要因分析、
またそれに関して生産性および生産要素に
ついての分析、中国および東アジア地域にお
ける経済的不均衡の趨勢に関して所得レベ
ルの収斂可能性の検証、また地域の貿易構造
や経済協力に関しても考察を行った。これら
の考察また実証分析を行うことで、グローバ
ル経済下での今後の東アジア地域の持続的
な経済成長を展望していくことを研究の目
的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究を遂行するにあたり、分析の方法と
して（１）先行研究レビュー、（２）関連デ
ータの収集、（３）計量分析をとおして実証
分析を行い、有意義な考察や含意を得た。 
 
（１）先行研究レビューに関して、これまで
の経済グローバル化と経済的不均衡に関す
る理論研究や実証分析などのレビューを行
い、またミレニアム開発目標や地域協力に関
する国連機関などの調査報告書などの資料
を収集した。 
 
（２）実証分析に用いるデータに関して、中
国をはじめとする東アジア諸国のマクロ経
済データや社会統計データを世界銀行や国
連機関のデータベースをもとに収集した。 
 
（３）計量分析に関しては、時系列データ分
析やパネルデータ分析における近年の研究
動向に留意し実証分析を行った。 
 

以上の研究方法をもとに、中国をはじめと
する東アジア地域での経済グローバル化と
経済的不均衡に関して、整合的で有意義な研
究結果を得るために実証分析を行った。 
 
 
４．研究成果 
（１）東アジア地域の中で国際的に影響力を
高めている中国について、経済成長や経済的
不均衡、特に所得格差の要因について分析を

行った。中国の経済改革以降の省（地域）別
データを用いて全要素生産性（TFP）の推定
を行った結果、TFP は経済改革以降は上昇ト
レンドにあること、また生産要素別にみた場
合、資本の成長への寄与度も上昇傾向にある
が、一方で労働の成長への寄与度は低下傾向
にあることが示された。なお、生産要素投入
に関する要因についてもパネルデータ分析
を行ったが、労働についてはグローバル化の
擬似変数として用いた貿易の開放度がプラ
スで統計的に有意な結果を示すことになっ
た。資本に関しては、人的資本の重要性が示
される結果となり、先行研究と同様に人的資
本と物的資本の形成が補完的な関係にあり、
地域の経済成長にも影響を与える可能性が
示されることになった。 
 
（２）東アジア地域の中でも近年目覚ましい
経済成長をみせる中国の所得格差に関して
は、実証分析の結果、先行研究でよく指摘さ
れる要因、すなわち農村・都市間の格差、内
陸・沿岸地域間の格差、教育などの人的資本
の格差、また国営企業の地域経済での比重な
どについて、本研究でも所得格差の要因とし
て示された。 
 
（３）東アジア地域内における経済グローバ
ル化の影響を検証するため、国別のケースス
タディとして中国国内の収斂可能性につい
て分析を行った。中国の経済改革以降の省
（地域）別の 1人あたり GDP データを用いて
パネル単位根検定を行ったところ、地域別に
は東部地域および中央地域に収斂可能性が
みられるほか、所得別には高所得 5地域およ
び低所得 5地域に収斂可能性が推測される結
果となった。一方、中国の全地域においては
収斂可能性を示す分析結果は先行研究と同
様に得られておらず、経済グローバル化が進
む中で、中国の一部地域を除いては全体とし
て所得格差が縮小している結果は得られな
かった。 
 
（４）経済グローバル化が進展する中で、東
アジア地域全体として国家間の収斂可能性
がみられるのか各国の 1人あたり GDP を所得
レベルの擬似変数として、先行研究に倣いパ
ネル単位根検定を行った結果、東南アジア諸
国を含む広域の東アジア地域での経済的な
収斂可能性は頑健な結果として示唆されな
かった。しかし、中国とフィリピンをサンプ
ル国から外すと、東アジアの中でも新興工業
国である NICs（台湾を除く）と日本、ならび
に東南アジア諸国でそれぞれパネル単位根
検定を行うと頑健な推定結果として収斂可
能性が示される。これから推測されることは、
東アジア経済が全体として収斂していると
いうよりは、所得レベルの近い国から形成さ



 

 

れるサブグループ、例えばアジア NICs と日
本、また東南アジアというサブグル―プ内で
収斂がみられており、準じて東アジア経済の
収斂が起こっている可能性である。これに関
しては、今後も引き続きデータを検証してい
くことが必要である。 
 
（５）東アジアでは多くの国で経済グローバ
ル化の進展とともに所得格差が広がってい
るが、経済成長著しい中国も例外ではない。
ただ先行研究でも示されているとおり、急速
な中国の経済成長には国際貿易の効果も大
きく、また国際貿易への中国の影響も急速に
拡大している。東アジア地域の貿易構造をデ
ータ概観により考察してみたところ、輸出入
にみる中国貿易は世界比率また東アジアの
地域比率の双方で急速にその重要性を高め
ており、東アジア地域の中では韓国もそれに
続いていることがわかる。一方、日本の経済
規模は依然大きいものの輸出入比率にみる
国際貿易面での影響力は低下しつつある。な
お、東アジアにおける地域内貿易は輸出入と
もに拡大し続けており、この地域への海外直
接投資も世界的に重要度が増していること
が示されている。 
 
（６）経済グローバル化と経済的不均衡に関
する一般的な先行研究レビューを行いなが
ら、特に国際的な援助動向とミレニアム開発
目標の進展などについて、国際機関の報告
書・調査研究を通して検証を行った。アジア
太平洋地域では環境関連の目標で懸念され
る項目はあるものの全体的に進展状況は良
好とされている。ただし、これらの目標を達
成するためには先進国からの大幅な援助の
増額が必要であり、現在深刻化する世界規模
での経済低迷の影響が懸念される。 
 また、近年は開発援助の経済効果を上げる
ために途上国の良い政策やガバナンス問題
が注目されている。一方で援助国のドナーシ
ップに関する評価も行われており、このよう
な試みを通して、途上国における援助の経済
効果を高めていくことは重要である。 
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